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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目  

  2.2.1 沖合構造調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人海洋研究開発機構 

地震津波海域観測研究開発セン

ター 

同 プレート構造研究グループ 

 

 

同 企画調整グループ 

研究開発センター長 

 

 

グループリーダー 

特任技術研究員 

技術研究員 

グループリーダー代

理 

小平 秀一 

 

 

三浦 誠一 

佐藤 壮 

野 徹雄 

大関久美子 

 

(c) 業務の目的 

北海道北西沖～鳥取沖にかけての日本海の沿岸部から大和海盆・日本海盆に至る海域に

おいて、ストリーマーケーブルを用いたマルチチャンネル反射法地震(MCS)探査と海底地

震計(OBS)を用いた地震探査を実施し、日本海の地殻構造・断層の位置と形状を明らかに

する。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 平成２５年度： 

北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データを収集し、必要に応じて再処

理を実施する。その結果を用いて、地殻変形構造の特徴の概略を把握した。 

 

2) 平成２６年度： 

石川沖から福井沖にかけての海域において、マルチチャンネル反射法地震（MCS）探査

及び海底地震計（OBS）による地震探査を実施し、地殻構造を明らかにする。特に、断層

に関連した変形構造、及びそれらと地殻構造の関係を明らかにし、日本海の地殻形成過程

も考慮した震源断層モデルを構築し、津波波源モデル作成のための基礎資料とする。 

 

3) 平成２７年度： 

福井沖から京都沖にかけての沿岸部から大和海盆・大和堆に至る海域において、MCS

探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造

イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸

統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 
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4) 平成２８年度： 

京都沖から鳥取沖にかけての沿岸部から隠岐堆・大和海盆に至る海域において、MCS

探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造

イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸

統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 

 

5) 平成２９年度： 

1940 年積丹半島地震（M7.5）震源域を含む北海道北西沖の沿岸部から武蔵堆・石狩海

盆・武蔵海盆・日本海盆に至る海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施

する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の

地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸統合探査を予定しており、陸域部から

沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 

 

6) 平成３０年度： 

1993 年北海道南西沖地震（M7.8）震源域を含む北海道南西沖の沿岸部から日本海盆に

かけての海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られ

たデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出す

る。なお、一部の測線は海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけて

の地殻全体の構造を構築する。 

 

7) 平成３１年度： 

西津軽沖から新潟沖にかけて「ひずみ集中帯重点的調査観測・研究」で調査未完了とな

った海域及び平成 26 年度～30 年度の調査において調査未完了となって海域について、

MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻

構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は

海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築

する。 

 

8) 平成３２年度： 

北海道北西沖から鳥取沖にかけての日本海の地殻構造、断層・褶曲等の地殻変形構造の

形態、及びその分布をまとめ、その結果を津波波源モデル、震源断層モデル構築のための

基礎資料の一部として提供する。 

 

(e) 平成２６年度業務目的 

石川沖から福井沖にかけての海域において、マルチチャンネル反射法地震（MCS）探査

及び海底地震計（OBS）による地震探査を実施し、地殻構造を明らかにする。特に、断層

に関連した変形構造、及びそれらと地殻構造の関係を明らかにし、日本海の地殻形成過程

も考慮した震源断層モデルを構築し、津波波源モデル作成のための基礎資料とする。 
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(2) 平成２６年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

平成 26 年度は、能登半島西方沖～大和海盆・大和堆の海域で、独立行政法人海洋研究

開発機構の深海調査研究船「かいれい」を用いて、マルチチャンネル反射法地震（MCS）

探査と海底地震計（OBS）を用いた地震探査を実施した。調査海域では、2007 年能登半

島地震の震源域に隣接した部分をはじめ、能登半島北方沖から西方沖に分布している活構

造 1)2)3)4)が含まれており、これらの活構造と地殻構造の関係を探る上で重要なデータとな

る。また、調査海域の南延長上には、東京大学地震研究所が実施した地震探査測線（かほ

く-砺波測線）5)とつながり、さらに 2001 年に実施された銭州海嶺～能登半島にかけての

海陸統合地震探査測線へと接続され 6)7)8)、南海トラフから中部日本を縦断し、日本海に至

る地殻構造イメージが得られ、南海トラフで生じることが予想される巨大地震と背弧側で

生じる地震活動との関係を研究する上での基礎データとして用いることができる。 

 

(b) 業務の実施方法 

調査は、2014 年 7 月 22 日～8 月 30 日までの期間、11 測線（SJ1404、SJ1405、SJ1406、

SJ1407、SJ1408、SJ1409、SJ1410、SJ14A、SJ14B、SJ14C、SJ14D）で MCS 探査を

実施し、その内の 1 測線（SJ1405）で OBS60 台を用いた地震探査を行った（図 1）。 

データ取得において、震源は Bolt Annular Port Airgun 32 基から構成された tuned 

airgun array（総容量 7800 cu.in.）を用いた（図 2）。震源に関する主な仕様は、Gun 

controller に ION DigiSHOT Ver.3.1 を用い、エアガンアレイの曳航深度が 10 m、エアガ

ン動作圧力が 2000 psi（約 13.8 MPa）である。発震間隔は MCS 探査では 50 m、OBS を

用いた地震探査では 200 m であるが、この探査の測線の一部では、往復発震を行っており、

実質 100 m の発震間隔となっている（図 1［左］）。MCS 探査用の受振ケーブルは、Sentinel 

Digital Streamer System（Sercel Inc.）を用いた（図 2）。ストリーマーケーブルに関す

る主な仕様は，チャンネル間隔が 12.5 m、チャンネル数が 444 である。本調査における

ストリーマーケーブルの曳航深度は，深度調整装置（ION DigiCOURSE streamer depth 

controllers）を用いて海面下 12 m で制御した。探鉱機は Sercel Seal System Ver.5.2

（Sercel Inc.）を用い、本調査のデータはサンプリング間隔 2 ms，記録長 16 秒で収録し

た。測位制御システムは Concept 社の SEPECTRA を用いて、探査時の位置情報は UKOOA 

P1/90・UKOOA P2/91 フォーマットでアスキーデータとして出力し、探査終了後 FGPS

社の SeisPos を用いてデータ処理を実施した。 

一方、OBS による地震探査は、固有周波数 4.5 Hz、鉛直動 1 成分、水平動 2 成分、ハ

イドロフォン 1 成分を装備したジンバル機構付き速度型のタイプの OBS9)を用いた。OBS

は測線上に約 5.5 km 間隔で設置し、エアガン発震後全台回収した。回収した OBS データ

は、SEG-Y フォーマットに変換し、測位データの追加等の編集を行った。 
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図 1 ［左］OBS を用いた地震探査測線図。［右］MCS 探査測線図。赤線が MCS 測線、

○が OBS 設置点。橙線がかほく－砺波測線 5)、黄線が 2001 年に実施された銭州海嶺～能

登半島の海陸統合地震探査測線である 6)7)8)。●が 2000～2012 年の震源分布（M ≧ 2.0，

深さ≦50 km） 10)。桃色線が活断層 2)。★が DSDP(Deep Sea Drilling Project)11)・

ODP(Ocean Drilling Program)12)13)・基礎試錐 14)による掘削点。 

 

 

 

図 2 本報告における深海調査研究船「かいれい」の地震探査システムと主なデータ
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取得仕様。 

(c) 業務の成果 

1) マルチチャンネル反射法地震探査 

本探査では、堆積層や基盤形状だけではなく、モホ面までの地殻構造全体を可能な限り

イメージングできるデータ取得仕様とするために、例えば「かいれい」で行われる統合国

際深海掘削計画（IODP）の事前調査に関わる MCS 探査 15)の時よりも、震源やストリー

マーケーブルの曳航深度を深めに設定した。曳航深度を深めに設定することにより、低周

波数帯域に対しては優位なデータが得られることが期待される 16)17)。調査測線の探査終了

後、標準的な二次元反射法データ解析 18)19)を行ったが、特に多重反射抑制処理等のノイズ

抑制処理を重点的に検討して実施した。 

現段階の暫定的な解析結果（時間マイグレーション断面）の一例を図 3 と図 4 に示す。

これらの結果をもとに、本調査海域における特徴について、「能登半島沖大陸棚～大陸棚

斜面」と「大和海盆～大和堆」にわけてまとめる。 

まず、「能登半島沖大陸棚～大陸棚斜面」は、先行研究により調査海域の中で活断層が

集中している海域 1)2)3)4)で、2007 年能登半島地震の余震をはじめとして地震活動も認めら

れる 10)。能登半島の西側に位置する測線（図 3 の SJ1404・SJ1405）では、大陸棚の堆積

層の層厚は、最も厚いところで往復走時 1 秒を超えており、堆積層中に短縮変形した背斜

と逆断層がイメージされている（図 3 の SJ1404・SJ1405 の赤矢印・橙矢印）。さらに、

調査海域は 2007 年能登半島地震震源域の南西延長上に位置するが、その震源断層の延長

上の短縮構造も認められる（図 3 の SJ1405 の赤矢印）。しかし、地殻中には、それらに関

連する反射面は現時点での解析結果では認められない。また、大陸棚斜面から大和海盆に

接続する領域においては、SJ1404 は隠岐トラフの北東縁部を横切っていることもあり、

最大 2 秒以上に至る堆積層があるが（図 3 の SJ1404 の黒矢印）、隠岐堆の北東縁部にあた

る基盤の高まりを横切っている部分では堆積層が薄くなり（図 3 の SJ1404 の緑矢印）、大

和海盆へ接続している。SJ1405 では、活構造が形成されている部分では堆積層が相対的

に厚くなっているが、この領域から測線の北西側では非常に薄くなっている。この堆積層

の薄い部分から大陸棚斜面を経た領域では、短縮変形を示す構造は認められない。一方、

能登半島の北側に位置する測線（図 3 の SJ1406、図 4 の SJ1407～1410）では、大陸棚

の領域の堆積層は非常に薄いが、水深が深くなる大陸棚斜面の領域では堆積層が相対的に

厚くなっている。ただし、短縮変形した構造は大陸棚の部分でのみ認められる（図 4 の橙

矢印）。これらの領域でも基盤下の地殻中に反射面は確認できない。 

次に、「大和海盆～大和堆」では、大和海盆において、海丘が形成されている領域を除

くと地形は平坦な領域が多く、短縮変形した構造も認められない。地形上平坦な領域では

堆積層も成層しているところが多く、最も層厚が大きいところで往復走時約 2 秒である。

堆積層のイメージの特徴は全測線でほぼ共通しており、堆積層の中央付近に連続性の良い

強い反射面が確認できる（図 3・図 4 の青矢印）。この反射面は、先行研究 20)によると、

Opal A/CT 続成境界 BSR に対応するとみられる。また、海丘として地形上現れない基盤

の高まりに沿って、地形が変化している領域もあり、これらは堆積層が形成された後に生

じた可能性がある。基盤下の地殻内は SJ1404 や SJ1405 の西側の測線において反射面が

イメージされ、特にモホ面と推定される反射面は明瞭に確認できる（図 3 の紫矢印）。一
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方、SJ1407 以東の測線では、モホ面と推定される反射面が不明瞭となる（図 4）。この要

因として、多重反射等のノイズが十分に抑制されていないことや実際に音響インピーダン

スが小さくなるような要因によりイメージングできないなどが考えられる。この点は、大

和海盆の地殻構造の発達史や大和海盆の陸側縁辺部に発達する活断層との関連の考察に

おいて重要となる可能性もあるので、今後解析を進めて、検討していく。一方、大和堆の

領域は、SJ1405 のみ探査できたが、全体的な傾向として、堆積層は非常に薄く、多重反

射の影響も強く残り、地殻内の反射面は認められない。大和堆の北に位置する北大和トラ

フの領域では堆積層が 1 秒程度あるが、これらの領域でも短縮変形した構造は認められな

い。 

 

 

図 3 MCS 探査の暫定的な解析結果による測線 SJ1404、SJ1405、SJ1406 の時間マイグ

レーション断面。 
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図 4 MCS 探査の暫定的な解析結果による測線 SJ1407、SJ1408、SJ1409、SJ1410 の時

間マイグレーション断面。 

 

2) 海底地震計を用いた地震探査 

本探査で得られた OBS データでは、堆積層、上・中部地殻、下部地殻や最上部マント

ルを通過した屈折波だけでなく、地殻とマントルの境界面であるモホ面からの反射波

（PmP）も確認できる（図 5）。大和海盆に設置した OBS35 の記録では、北西及び南東側
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共に、初動が傾きを徐々に変えながら、約 100 km 付近まで確認できる（図 5(a)）。OBS

の北西側では震央距離約 65 km から約 8.5 km/s 以上の見かけ速度をもつ最上部マントル

を通過した屈折波（Pn）や震央距離約 40 km からモホ面からの PmP が確認できる（図

5(a)）。一方、南東側では、震央距離約 70 km から最上部マントルを通過した Pn と考えら

れる相が小さい振幅で見られる（図 5(a)）。一方、能登半島沖大陸棚に設置した OBS55 の

記録では、北西及び南東側ともに震央距離約 40 km までの初動は変化に富んでいる（図

5(b)）。OBS55 の北西側では、震央距離約 85 km から見かけ速度約 8.3 km/s の最上部マン

トルを通過した Pn や震央距離約 60 km からモホ面からの PmP が確認できる（図 5(b)）。 

 

図 5 (a)大和海盆に設置した OBS35 の観測記録。（b）能登半島沖大陸棚に設置した OBS55

の観測記録。横軸は OBS からの震央距離、縦軸は 8 km/s で補正した走時を示す。 

 

測線上の地震波速度構造イメージを求めるために、以下の解析を行った。初めに OBS

で記録された初動走時とモホ面からの反射波の走時を読み取り、その後、読み取った初動

走時のみを用いて、トモグラフィックインバージョン 21)22)を実施した。トモグラフィック

インバージョン実施時の初期モデルは、以前に大和海盆で行われた OBS を用いた地震探

査で得られた地震波速度構造 23)24)を参考にし、堆積層に関しては前述の MCS 探査の結果
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を組み込んで作成した。 

 暫定的な解析結果であるが、得られた P 波速度構造イメージを図 6 に示す。能登半島沖

の大陸棚では、地殻全体の厚さは約 20 km 以上存在し、P 波速度分布は東北日本弧 25)や

朝鮮半島 26)の分布と類似している。これらのことから、能登半島沖の大陸棚部は島弧や大

陸性地殻の特徴をもつ地殻構造であることが推測される。さらに、深さ約 10 km までの堆

積層を含む上・中部地殻に速度構造の不均質が確認でき、この不均質は MCS 探査で確認

される堆積層や基盤構造と良い対応を示している。一方、大和海盆の地殻は約 12～14 km

の厚さをもち、P 波速度分布は東北日本弧 25)や朝鮮半島 26)の分布とは異なり、典型的な海

洋性地殻の速度分布 23) 24)に近くなっている。さらに、測線近傍の ODP の Site797 では基

盤から玄武岩が掘削されていること 12)13)から、大和海盆の地殻は海洋性地殻の特徴を有し

ているが，典型的なものよりも厚い地殻（厚い海洋性地殻）であることが考えられる。海

盆部には活構造を示すような速度分布の不均質は見られていない。大和堆では地殻の厚さ

は約 20 km 以上と推測でき、この厚さと速度分布から、島弧や大陸性地殻の特徴をもって

いることが推測される。 

一方、「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」にて得られた結果を比較すると、本測

線における地殻構造の遷移部の特徴は、秋田沖から西津軽沖の日本海東縁北部 29)の結果と

は異なり、能登半島沖から山形沖の日本海東縁南部 23)24)の結果と類似している。 

 

 

図 6 OBS による地震探査による能登半島沖大陸棚～大和海盆～大和堆（SJ1405）の暫

定的な P 波速度構造イメージ。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

1) マルチチャンネル反射法地震探査 

・「能登半島沖大陸棚～大陸棚斜面」は、能登半島の西側に位置する測線を中心に、堆積層

中に短縮変形した背斜と逆断層がイメージされ、2007 年能登半島地震の震源断層の延長上

に位置する短縮変形した構造も認められる。一方、能登半島の北側に位置する測線では、

大陸棚の領域の堆積層は非常に薄いが、短縮変形した構造が確認できる。 

・「大和海盆～大和堆」では、大和海盆において、海丘が形成されている領域を除くと地形

は平坦な領域が多く、短縮変形した構造は認められない。堆積層のイメージの特徴は全測

線でほぼ共通しているが、海丘として地形上現れない基盤の高まりに沿って、地形が変化
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している領域もあり、これらは堆積層が形成された後に生じた可能性がある。基盤下の地

殻内は、西側の測線において反射面がイメージされ、特にモホ面と推定される反射面が明

瞭に確認できる。大和堆の領域は、堆積層は非常に薄く、多重反射の影響が強いこともあ

り、地殻内の反射面は認められない。 

2) 海底地震計による地震探査 

・暫定的な P 波速度構造イメージの結果より、能登半島沖大陸棚及び大和堆では、地殻の

厚さが約 20 km 以上で、島弧や大陸性地殻の特徴をもつ地殻構造であると推測される。一

方、大和海盆は、地殻の厚さが約 12～14 km で、厚い海洋性地殻の特徴をもつ地殻構造で

あると推測される。 

・能登半島沖大陸棚では、堆積層を含む上・中部地殻に速度構造の不均質が確認でき、こ

の不均質は MCS 探査で確認される堆積層や基盤構造と良い対応を示している。 

・「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」にて得られた結果を比較すると、本測線におけ

る地殻構造の遷移部の特徴は、能登半島沖から山形沖の日本海東縁南部の結果と類似して

いる。 

・今後、MCS 及び OBS のデータ解析をさらに進め，得られた解析結果から調査海域周辺

の研究やデータと合わせて、断層に関連した変形構造と地殻構造の関係について検討を進

める。 
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探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造

イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸

統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 


